
農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
農業研究
センター
（本所）

広範な育種素
材とゲノム情報
の活用による
効率的なサトウ
キビ育種技術
と新規有用素
材の選定

令和3年4
月1日

15,750,000

サトウキビ新規育種素
材・技術開発コンソーシ
アム代表法人
国立研究開発法人国際
農林水産業研究センター

茨城県つくば市大わし1-
1

第167条の２
第１項第２号

　契約初年度である平成30年度の業者選定に際し
ては、プロポーザル方式により公募を行った結果、
同者を選定しており、事業完了（令和３年度）まで複
数年度にわたる契約を締結することとしている。この
ため、今年度も同者と契約を行った。

特命随意契約

2
農業研究
センター
（本所）

作物ストレス高
度測定及び管
理業務委託

令和3年4
月1日

5,591,000 沖阪産業株式会社
那覇市港町３丁目５番１
号

第167条の２
第１項第２号

　本研究は令和元年度から実施しており、作物の
成長や季節に応じた連続的かつ継続的な測定を
要する。そのため、測定の中断や遅延は研究成
果の完成度を低下させる。また当該事業で開発し
ている測定技術は新技術であり、研究方法の習
得や理解には多大な時間を要するため、令和元
年度から本研究に関わっている事業者を選定し
た。

特命随意契約

3
農業研究
センター
（本所）

令和２年度黒
糖の香気形成
に関与する因
子の検討に係
る研究委託

令和3年4
月1日

1,212,000 国立大学法人　琉球大学 中頭郡西原町千原１番地
第167条の２
第１項第２号

　契約初年度である平成30年度の業者選定に際
しては、プロポーザル方式により公募を行った結
果、同者を選定しており、事業完了（令和３年度）
まで複数年度にわたる契約を締結することとして
いる。このため、今年度も同者と契約を行った。

特命随意契約

4
農業研究
センター
（本所）

サトウキビ交配
温室システム
年間保守点検

令和3年4
月1日

1,430,000
アズビル株式会社ビルシ
ステムカンパニー九州支
社

福岡県福岡市博多区冷
泉町２－１

第167条の２
第１項第2号

　本委託業務の対象である交配温室システム（交配
温室、日長処理室、出穂誘導室）のメイン機器であ
る環境計測と各種機器の制御を行うコンピューター
（グリーンキット）は、「アズビル株式会社」製であり、
独自のプログラム設計が施されているので、同社以
外では保守点検の対応が不可能である。

特命随意契約

5
農業研究
センター
（本所）

気象観測シス
テム保守点検
業務委託

令和3年4
月1日

1,377,200
アズビル株式会社ビルシ
ステムカンパニー九州支
社

福岡県福岡市博多区冷
泉町２－１

第167条の２
第１項第2号

　気象観測システムのメイン機器である計測コン
ピュータが当社製であり、独自のプログラム設計が
施されていることから、同社以外では保守点検対応
ができないため。

特命随意契約

6
農業研究
センター
（本所）

市況解析シス
テム保守

令和3年4
月1日

1,201,772
富士通株式会社　沖縄支
店

沖縄県那覇市久茂地１－
12－12

第167条の２
第１項第2号

　市況解析システムは富士通株式会社が沖縄県農
業研究センター向けにカスタマイズしたシステムであ
り、同社以外では保守点検対応が困難なため。

特命随意契約

7
農業研究
センター
（本所）

令和３年度赤
土等流出対策
技術の試験研
究に係る土壌
流出量等調査
業務委託

令和3年4
月7日

6,886,000 株式会社　流管工業 沖縄県那覇市金城2-6-4
第167条の２
第１項第2号

　本研究業務委託は昨年度（令和２年度）から開始
しており、ほ場からの土壌流出量測定等を作物等の
生育状況や天候の変化に応じて連続的に行う必要
がある。
　連続性のあるデータを得るためには、同一の機器
を使用し、同一の方法で調査を実施する必要がある
ことから昨年度と同様の事業者を選定した。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

8

農業研究
センター
（名護支
所）

パインアップ
ル・マンゴーに
おける生産予
測技術の開発
に関する研究
業務委託

令和3年4
月1日

2,306,855

国立研究開発法人農業・
食品産業技術総合研究
機構
理事長

茨城県つくば市観音台三
丁目１番地１

第167条の２
第１項第２号

　令和元年度にプロポーザル方式により公募を行
い、業者選定に際しては、専門知識の有無や委
託業務の遂行能力も含め企画提案内容を審査し
た結果、同者を選定した。本契約は連続的な研究
に対応する必要があるため、複数年の委託継続
を前提としており、契約継続の可否についても各
年度の研究成果を審査して判断している。

特命随意契約

9

農業研究
センター
（名護支
所）

パインアップル
育種選抜マー
カー及び利用
技術の開発に
関する研究委
託業務

令和3年4
月1日

1,000,000
日本大学　生物資源学部
学部長

神奈川県藤沢市亀井野
1866番地

第167条の２
第１項第２号

　令和元年度にプロポーザル方式により公募を行
い、業者選定に際しては、専門知識の有無や委
託業務の遂行能力も含め企画提案内容を審査し
た結果、同者を選定した。本契約は連続的な研究
に対応する必要があるため、複数年の委託継続
を前提としており、契約継続の可否についても各
年度の研究成果を審査して判断している。

特命随意契約

10

農業研究
センター
（名護支
所）

パインアップル
におけるＣＡＭ
型光合成特性
に基づく効率的
環境制御目標
の策定に関す
る研究委託業
務

令和3年4
月1日

1,621,924
国立大学法人　琉球大学
学長

沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

　令和元年度にプロポーザル方式により公募を行
い、業者選定に際しては、専門知識の有無や委
託業務の遂行能力も含め企画提案内容を審査し
た結果、同者を選定した。本契約は連続的な研究
に対応する必要があるため、複数年の委託継続
を前提としており、契約継続の可否についても各
年度の研究成果を審査して判断している。

特命随意契約

11

農業研究
センター
（名護支
所）

マンゴー育種
選抜に利用可
能なＤＮＡマー
カーとその利用
技術の開発に
関する研究業
務委託

令和3年4
月1日

4,190,387

国立研究開発法人農業・
食品産業技術総合研究
機構
理事長

茨城県つくば市観音台三
丁目１番地１

第167条の２
第１項第２号

令和元年度にプロポーザル方式により公募を行
い、業者選定に際しては、専門知識の有無や委
託業務の遂行能力も含め企画提案内容を審査し
た結果、同者を選定した。本契約は連続的な研究
に対応する必要があるため、複数年の委託継続
を前提としており、契約継続の可否についても各
年度の研究成果を審査して判断している。

特命随意契約

12
畜産研究
センター

家畜飼料売買
単価契約

令和3年4
月1日

3,811,335 沖縄県農業協同組合 那覇市壺川2-9-1
第167条の２
第１項第6号

牛の発育ステージにより、給餌する飼料は合計40
種類（規格違い含む）の多品目にわたり、単価に
ばらつきがあるため競争入札に不適である。
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

13
畜産研究
センター

現場検定用子
牛の購入

令和3年5
月17日

2,270,961 沖縄県農業協同組合 那覇市壷川2-9-1
第167条の２
第１項第6号

契約相手方が開催しているセリ市場において、現
場後代検定の条件に合う子牛を購入するため。

特命随意契約

14
畜産研究
センター

現場検定用子
牛の購入

令和3年5
月17日

5,459,256 沖縄県農業協同組合 那覇市壷川2-9-1
第167条の２
第１項第6号

契約相手方が開催しているセリ市場において、現
場後代検定の条件に合う子牛を購入するため。

特命随意契約

15
畜産研究
センター

現場検定用子
牛の購入

令和3年5
月19日

4,070,709 沖縄県農業協同組合 那覇市壷川2-9-1
第167条の２
第１項第6号

契約相手方が開催しているセリ市場において、現
場後代検定の条件に合う子牛を購入するため。

特命随意契約

16
畜産研究
センター

現場検定用子
牛の購入

令和3年6
月15日

5,761,305 沖縄県農業協同組合 那覇市壷川2-9-1
第167条の２
第１項第6号

契約相手方が開催しているセリ市場において、現
場後代検定の条件に合う子牛を購入するため。

特命随意契約

17
森林資源
研究セン
ター

令和３年度海
岸防災林の効
果向上技術開
発業務

令和3年4
月5日

21,000,000
公益社団法人沖縄県緑
化推進委員会理事長平
良喜一

沖縄県南風原町新川135
番地

第167条の２
第１項第２号

H31年度にプロポーザル方式により公募を行った
結果、事業完了（令和３年度）まで左の者と複数
年度にわたって契約を締結することが決定したこ
とから、今年度においても契約の相手方とした。

18
流通・加工
推進課

県産青果を活
用した学校給
食提供事業

令和3年4
月5日

21,968,900 株式会社マイファーム
京都府京都市下京区東
塩小路町607番地辰巳ビ
ル1階

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ１
社から応募があった。企画提案内容等を選定委
員会において審査したところ、総合点数の評価が
基準を満たしていたため、契約の相手方として選
定した。
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

19
流通・加工
推進課

県内ホテル等
における県産
食材利用調査
事業

令和3年5
月20日

1,283,378
株式会社東京商工リサー
チ沖縄支店

那覇市久茂地1丁目7番1
号琉球リース総合ビル

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ１
社から応募があった。企画提案内容等を選定委
員会において審査したところ、総合点数の評価が
基準を満たしていたため、契約の相手方として選
定した。

20
流通・加工
推進課

学校給食等に
おける県産食
材利用促進モ
デル事業

令和3年5
月26日

5,385,999 株式会社マイファーム
京都府京都市下京区東
塩小路町607番地辰巳ビ
ル1階

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ１
社から応募があった。企画提案内容等を選定委
員会において審査したところ、総合点数の評価が
基準を満たしていたため、契約の相手方として選
定した。

21
流通・加工
推進課

「おきなわ食材
の店」における
県産食材利用
拡大事業

令和3年5
月27日

9,337,000
光文堂コミュニケーション
ズ株式会社

沖縄県南風原町字兼城
577番地

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ２
社から応募があった。それぞれの企画提案内容
等を企画提案審査会において審査したところ、左
の社の提案は総合得点が最も高得点であったた
め、契約の相手方として選定した。

22
流通・加工
推進課

６次産業化支
援事業

令和3年5
月31日

7,254,720

６次産業化支援事業コン
ソーシアム
①株式会社九州経済研
究所
②光文堂コミュニケーショ
ンズ株式会社

①鹿児島県鹿児島市泉
町３番３号 鹿児島銀行本
店別館ビル７階
②沖縄県島尻郡南風原
町字兼城５７７番地

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ１
社から応募があった。企画提案内容等を選定委
員会において審査したところ、総合点数の評価が
基準を満たしていたため、契約の相手方として選
定した。

23
流通・加工
推進課

令和3年度不利
性解消出荷体
制強化支援事
業　業務委託

令和3年6
月2日

10,846,000

ブルームーンパートナー
ズ株式会社・株式会社Ｚ
ＥＲＱ共同企業体
①ブルームーンパート
ナーズ株式会社
②株式会社ＺＥＲＱ

①那覇市銘苅2-3-1　な
は産業支援センター404

②那覇市繁多川　5-1-7
1Ｆ

第167条の2
第1項第2号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ1
社から応募があった。企画提案内容等を選定委
員会において審査したところ、契約の相手方とし
て適格であると審査されたため選定した。

24
流通・加工
推進課

県産農産物品
質改善に向け
た出荷モデル
構築事業

令和3年6
月4日

8,531,105 株式会社流通研究所
神奈川県厚木市寿町一
丁目４番３－２号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ1
社から応募があった。企画提案内容等を選定委
員会において審査したところ、契約の相手方とし
て適格であると審査されたため選定した。
※新型コロナウイルスの影響により書類審査にて
審査を行った。
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

25
流通・加工
推進課

６次産業化人
材育成活性化
事業

令和3年6
月15日

21,123,960

６次産業化人材育成活性
化事業コンソーシアム
①株式会社アール・ピー・
アイ
②株式会社アドスタッフ
博報堂

①東京都千代田区神田
神保町２丁目38番いちご
九段ビル３階
②沖縄県那覇市久茂地３
-17-５美栄橋ビル

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ２
社から応募があった。企画提案内容等を選定委
員会において審査したところ、左の社の提案は総
合得点が最も高得点であったため、契約の相手
方として選定した。

26
流通・加工
推進課

県産農林水産
物輸出体制構
築事業委託業
務

令和3年6
月15日

25,011,800

県産農林輸出体制構築
事業協同企業体
①幹事企業　株式会社九
州経済研究所
②光文堂コミュニケーショ
ンズ株式会社

①鹿児島県鹿児島市泉
町３番３号
②沖縄県南風原町字兼
城５７７番地

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ２
社から応募があった。それぞれの企画提案内容
等を企画提案審査会において審査したところ、左
の社の提案は総合得点が最も高得点であったた
め、契約の相手方として選定した。

27
中央卸売
市場

廃棄物の仲介
処理業務委託

令和3年4
月9日

4,362,600
沖縄県中央卸売市場協
会

沖縄県浦添市伊奈武瀬1
丁目11番1号

第167条の２
第１項第７号

当協会は、市場内にあることから、市場業者と密
に連携することで、廃棄物の処理を効率的に行う
ことが可能である。さらに、廃棄物の仲介処理業
務を受託した実績があることから契約の相手方と
して適当である。

特命随意契約

28
農政経済
課

未収金回収業
務委託（農業改
良資金）

令和3年
4月1日

回収のあった
金額の30%とこ
れに対する消
費税相当額及
び一債権の調
査業務に対し
10,000円とこ
れに対する消
費税相当額

株式会社沖縄債権回収
サービス

那覇市西1丁目19番7号
第167条の２
第１項第２号

委託業務の内容上、債務者に関する個人情報取
扱業務や督促業務等を伴い、高い遵法意識が必
要である。業者の選定には、法務大臣の認定を受
け、自治体からの受託実績等を有する債権回収
会社を選定する必要があり、一般の競争入札に
は適さない。
沖縄県内で法務大臣の認可を受けて営業を行っ
ている債権回収会社で、回収業務の受託を行って
いる会社は１社のみであるため。

特命随意契約

29
営農支援
課

令和３年度沖
縄県特別栽培
農産物認証の
栽培マニュアル
作成委託業務

令和3年4
月1日

31,930,360 株式会社マイファーム
京都府京都市下京区東
塩小路町607番地辰巳ビ
ル１階

第167条の２
第１項第２号

本業務は、令和元年度から令和３年度までの３年
間の継続事業であり、令和元年度および令和２年
度はマニュアルの構成の提示と実証ほの設置・運
営を行った。３年間継続して実証ほでデータを取
る必要があり、これらの取組を、事業の継続性を
担保しつつ効率的・効果的に推進するため、前年
度までと同一の社を契約の相手方とした。なお、
令和元年度の業者選定にあたっては、公募型プ
ロポーザル方式を採用した。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

30
営農支援
課

令和３年度沖
縄県環境保全
型農産物PR委
託業務

令和3年5
月6日

3,499,804
株式会社ノイズ・バリュー
社

沖縄県那覇市銘苅2-4-
35アーバンプラネットビル
３階

第167条の２
第１項第２号

本業務は、令和元年度から令和３年度までの３年
間の継続事業であり、令和元年度はニーズ調査
結果に基づいたPR資料原稿を作成し、PR戦略の
詳細計画の立案を行った。令和２年度は前年度
に作成した資料や計画に基づきPRを実施した。令
和３年度は、自走可能なプロモーション体制の構
築、ＰＲ動画の作成などのＰＲ活動を実施する。こ
れらの取組を、事業の継続性を担保しつつ効率
的・効果的に推進するため、前年度までと同一の
社を契約の相手方とした。なお、令和元年度の業
者選定にあたっては、公募型プロポーザル方式を
採用した。

特命随意契約

31
営農支援
課

令和３年度農
産物活用支援
強化事業委託
業務

令和3年5
月7日

4,509,000

農産物活用支援強化事
業業務委託コンソーシア
ム
①株式会社九州経済研
究所
②光文堂コミュニケーショ
ンズ株式会社

①鹿児島県鹿児島市泉
町３番３号鹿児島銀行本
店別館ビル７Ｆ
②沖縄県島尻郡南風原
町字兼城577番地

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、令和２年度から令和４年度までの３
年間継続事業であり、令和２年度は支援対象者
の選定及び専門家等による支援を実施した。令
和３年度も継続支援を行い対象者の販路開拓等
を図る。これらの取組を、事業継続性を担保しつ
つ効率的・効果的に推進するため、前年度までと
同一の者を契約の相手方とした。なお、令和２年
度の業者選定にあたっては、公募型プロポーザ
ル方式を採用した。

特命随意契約

32
営農支援
課

県産農産物の
安全安心推進
事業業務委託

令和3年6
月1日

5,457,999 沖縄協同青果株式会社
沖縄県浦添市伊奈武瀬１
丁目11番１号

第167条の２
第１項第２条

本委託業務の実施内容については、農産物の個
人出荷者の把握、講習の実施、巡回指導となって
おり、個人出荷情報の把握については、沖縄県中
央卸売市場における唯一の卸売業者である事業
者のみ可能であることから契約の相手方として選
定した。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

33
営農支援
課

令和３年度赤
土等流出防止
活動資金の確
保に係る制度
設計委託業務

令和3年4
月1日

19,965,000
赤土等流出防止活動資
金の確保に係る制度設
計コンソーシアム

沖縄県那覇市小禄1831-
１
沖縄産業支援センター
403－２

第167条の２
第１項第２条

　本業務は、持続的な赤土等流出防止体制の構
築に向けた「赤土等流出防止活動資金の確保に
係る仕組みづくり（制度設計）」を目的とし、資金確
保に係る制度設計のために、市町村地域協議会
や農業環境コーディネーターのこれまでの活動状
況を踏まえつつ、現状調査、事業計画の作成、資
金確保に係る手法の選定、ステークホルダーから
の意見聴取、資金管理団体の設立に向けた取り
組み等、実施すべき事項が多岐にわたり、また継
続性が求められるものである。
　そこで、令和２年度に本業務について企画提案
審査を行ったところ、赤土等流出防止活動資金の
確保に係る制度設計コンソーシアムから、令和２
～３年度の期間で、地域協議会や農業環境コー
ディネーターの認知・理解の向上と収益開発事業
について提案を受け、選定した。

特命随意契約

34
病害虫防
除技術セン
ター

令和3年度カン
キツグリーニン
グ病根絶防除
事業作業業務

令和3年4
月6日

17,952,000 第一農薬株式会社
沖縄県沖縄市海邦町３－
１１

第167条の２
第１項第８号

本業務はカンキツグリーニング病防除のための事
業で農薬取り扱うため、沖縄県競争入札参加資
格者名簿の薬品に登録され、且つ現場での作業
が費用となることから臨機の対応可能な県内に所
在のある２者の指名競争入札とした。３回入札を
実施したが不落となり、内１者より辞退の申し入れ
があったため、最安値を提示した業者から見積書
を徴収したところ、予定価格内であったことから随
意契約を締結した。

35
病害虫防
除技術セン
ター

物品売買契約
令和3年4
月1日

3,098,480
琉球産経株式会社
代表取締役社長　新垣勲

沖縄県豊見城市字高安
586番地

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

購入品目：ウリミバエ・ミカンコミバエ調査用薬剤
（混合剤綿棒）
本剤はサンケイ化学（株）が国内唯一の製造業者
であるが、沖縄地区における当該薬剤の販売代
理店は琉球産経のみであるため。

特命随意契約

36
病害虫防
除技術セン
ター

沖縄群島にお
けるウリミバエ
不妊虫航空放
飼防除委託契
約

令和3年4
月1日

63,553,292
中日本航空株式会社
代表取締役社長　柴田
拓

愛知県西春日井郡豊山
町大字豊場字殿釜２番地

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

ウリミバエ不妊虫投下装置を所有しているのは、
中日本航空株式会社のみであるため。

特命随意契約

37
病害虫防
除技術セン
ター

八重山群島に
おけるウリミバ
エ不妊虫航空
放飼防除委託
契約

令和3年4
月1日

89,999,140
中日本航空株式会社
代表取締役社長　柴田
拓

愛知県西春日井郡豊山
町大字豊場字殿釜２番地

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

ウリミバエ不妊虫投下装置を所有しているのは、
中日本航空株式会社のみであるため。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

38
病害虫防
除技術セン
ター

ミカンコミバエ
侵入防止航空
防除委託契約

令和3年4
月27日

55,091,740
中日本航空株式会社
代表取締役社長　柴田
拓

愛知県西春日井郡豊山
町大字豊場字殿釜２番地

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

ミカンコミバエ防除用誘殺板投下装置を所有して
いるのは、中日本航空株式のみであるため。

特命随意契約

39
病害虫防
除技術セン
ター

与那国町ウリミ
バエ不妊虫放
飼等作業委託
契約

令和3年4
月6日

3,098,520
沖縄県農業協同組合
代表理事理事長　普天間
朝重

沖縄県那覇市壷川2-9-1

地方自治法
施行令第167
条の2第1項

第2号

  （１）当組合が唯一の農業者のための団体であ
り、農業協同組合は地域の農業振興を図るため
に組織された団体で、ウリミバエの再侵入を防止
するという当該委託の目的にかなった業務遂行が
期待できる。
  （２）与那国町内には他に本事業を受託できる業
者がいない。

特命随意契約

40
病害虫防
除技術セン
ター

単価契約
令和3年4
月12日

2,402,400
沖縄製粉株式会社
代表取締役社長　竹内
一郎

那覇市通堂町１番１号

地方自治法
施行令第167
条の2第1項

第2号

品名：ふすま
ふすまの品質の変化は、ウリミバエの生産に大き
な影響を及ぼすことから、製品の安定供給、歩留
の高さ、産地指定等の理由から、沖縄製粉株式
会社製No.1Canadian Wheat(1CW)に指定されてき
た。今後とも製品を指定した供給を行う必要があ
る。

特命随意契約

41
病害虫防
除技術セン
ター

令和３年度久
米島における
ゾウムシ等根
絶及び侵入防
止事業に伴う
業務委託契約

令和3年4
月1日

28,000,000
久米島イモゾウムシ等防
除対策協議会
会　長 　　大田　治雄

沖縄県久米島町字比嘉
2870

地方自治法
施行令１６７
条の２第１項

第２号

ゾウムシ等根絶及び侵入防止事業の実施にあ
たっては、地域一体となった取り組みが必要であ
ることから、関係機関で構成する久米島イモゾウ
ムシ等防除対策協議会を設立している。委託業
務についても、寄主植物とそれ以外の植物を見分
けて行う除去作業や寄主植物の採取作業やトラッ
プ調査の際に必要な専門的知識を本協議会は
持っていることから、根絶事業及び侵入防止事業
に関わる作業を円滑に行うことができる。また、本
協議会はこれまでも久米島におけるゾウムシ等根
絶及び侵入防止事業の業務を受託し、忠実に業
務を遂行している。

特命随意契約

42
園芸振興
課

「おきなわフ
ルーツブランド
普及拡大推進
事業」委託業務

令和3年6
月9日

3,900,000

ブルームーンパートナー
ズ株式会社・光文堂コ
ミュニケーションズ株式会
社 共同企業体

(代表者）ブルームーン
パートナーズ株式会社
（構成員）光文堂コミュニ
ケーションズ株式会社

・ブルームーンパートナー
ズ株式会社：沖縄県那覇
市銘苅2丁目3番1号なは
産業支援センター404号

・光文堂コミュニケーショ
ンズ株式会社：沖縄県島
尻郡南風原町字兼城577

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ５
社から応募があった。それぞれの企画提案内容
等を選定委員会において審査したところ、左の社
の提案は生産・流通モデルの開発等に優れてい
ることから特に評価が高く、総合得点でも最も高
得点であったため、契約の相手方として選定し
た。
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

43
糖業農産
課

令和3年度沖縄
黒糖販路拡大
推進事業委託
業務

令和3年4
月1日

16,816,999

沖縄黒糖販路拡大推進
事業共同企業体
幹事企業　ブルームーン
パートナーズ株式会社
構成員　一般社団法人食
品需給研究センター

幹事企業　沖縄県那覇市
銘苅2丁目3番1号
なは産業支援センター
404
構成員　東京都北区西ヶ
原3丁目1番12号

第167条の2
第1項第2号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ3
社から応募があった。それぞれの企画提案内容
等を選定委員会において審査したところ、左の社
の提案は沖縄黒糖の販路拡大への取組内容が
優れていることから特に評価が高く、総合得点で
も最も高得点であったため、契約の相手方として
選定した。

44
糖業農産
課

令和3年度さと
うきびスマート
農業技術体系
モデル検証事
業委託業務

令和3年5
月31日

13,629,226 株式会社流通研究所
神奈川県厚木市寿町１丁
目４番３－２号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ４
社から応募があった。それぞれの企画提案内容
等を選定委員会において審査したところ、左の社
の提案は意図する取組に対する提案内容に優れ
ていることから特に評価が高く、総合得点でも最も
高得点であったため、契約の相手方として選定し
た。

45
糖業農産
課

令和3年度さと
うきび機械化一
貫体系構築に
係るオペレータ
確保事業

令和3年6
月28日

736,242 沖縄県農業協同組合
沖縄県那覇市壷川2丁目
9番地1

第167条の２
第１項第６号

本事業は、農業機械オペレータの育成によるオペ
レータ数の確保を目的としている。今後は他品目
のオペレータにも働きかけを行い、オペレータの
裾野を広げていく必要がある。沖縄県農業協同組
合においては、本島内を網羅したさとうきび生産
強化体制構築に向けて活動を展開しており、目標
の一つに県内全域でのオペレーター育成確保を
掲げている。本事業の目的を達成しうるのは、沖
縄県全域で品目横断的に活動を行っており、かつ
本事業が目的としているオペレーター育成確保を
同様の目標としている沖縄県農業協同組合のみ
であることから、当該事業者と随意契約を行った。

46
糖業農産
課

さとうきび優良
種苗安定確保
事業委託契約

令和3年4
月12日

3,710,250
北部地区さとうきび生産
振興対策協議会

名護市伊差川798-1
第167条の2
第1項第2号

本委託契約はさとうきびにおける種苗伝染性の病
害の蔓延を防ぐため、（国研）農業・食品産業技術
総合研究機構種苗管理センターが生産した苗を
元に原種苗の増殖を目的としている。そのため、
競争入札に適さず、健全な苗の増殖技術を有す
る当該団体を選定した。

特命随意契約

47
糖業農産
課

さとうきび優良
種苗安定確保
事業委託契約

令和3年4
月12日

1,455,000
南部地区さとうきび生産
振興対策協議会

糸満市座波4番地
第167条の2
第1項第2号

本委託契約はさとうきびにおける種苗伝染性の病
害の蔓延を防ぐため、（国研）農業・食品産業技術
総合研究機構種苗管理センターが生産した苗を
元に原種苗の増殖を目的としている。そのため、
競争入札に適さず、健全な苗の増殖技術を有す
る当該団体を選定した。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

48 畜産課

令和３年度乳
用牛育成強化
事業業務委託
契約

令和3年4
月1日

57,723,050
沖縄県酪農農業協同組
合

沖縄県島尻郡八重瀬町
字友寄960番地

第167条の２
第１項第２号

本業務は、沖縄県家畜改良センター乳用牛部門
（以下、改良センター）の業務の一部を委託するも
のである。改良センターの主な業務は、県内酪農
家より乳用雌子牛を預かり、管理・育成・人工授
精等を行い、優良な初妊牛を酪農家へ提供する
ものである。乳用雌子牛の管理・育成等について
は、飼料設計、衛生管理等に関する知識・技術が
必要となるため、県内唯一の酪農専門農協であり
乳用牛育成等に関する知識・技術を備えている沖
縄県酪農農業協同組合を選定した。

特命随意契約

49 畜産課

沖縄県有種雄
牛凍結精液利
用推進委託事
業

令和3年4
月1日

1,600,000
公益社団法人沖縄県家
畜改良協会

沖縄県島尻郡八重瀬町
字外間106-2

第167条の２
第１項第２号

　本事業において、家畜人工授精師及び県との連
絡調整が必要であり事業の円滑な実施及び効果
を充分に得るためには登記登録において家畜人
工授精師と連絡を密にする団体である公益法人
沖縄県家畜改良協会に委託する必要がある。

特命随意契約

50 畜産課
繁殖雌牛改良
促進委託事業

令和3年4
月1日

3,250,000
公益社団法人沖縄県家
畜改良協会

沖縄県島尻郡八重瀬町
字外間106-2

第167条の２
第１項第２号

　本事業において、家畜の登録情報（血統情報）、
産肉能力育種価および繁殖成績データ等が必要
であり、事業の円滑な実施及び効果を充分に得る
ためには家畜の血統情報や育種価および繁殖成
績等を所有する県内唯一の家畜登録団体である
公益法人沖縄県家畜改良協会に委託する必要が
ある。

特命随意契約

51 畜産課

アグー純粋豚
避難に係る保
全管理業務委
託

令和3年4
月1日

10,045,004 沖縄県農業協同組合
沖縄県那覇市壷川２－９
－１

第167条の２
第１項第２号

　本委託業務は、豚熱等の感染を防ぐため久米
島に避難したアグー純粋豚の保全管理業務を委
託するものである。当該組合は、久米島避難施設
の所有者であるとともにアグーの衛生飼養管理等
に関す知識・技術および資材等の円滑な調達能
力を備えていることから、契約の相手方として選
定した。

特命随意契約

52 畜産課
沖縄アグー豚
受精卵の移植

令和3年4
月14日

1,524,600
国立研究開発法人農業・
食品産業技術総合研究
機構

茨城県つくば市観音台３
－１－１

第167条の２
第１項第２号

　本委託業務では、受精卵移植による沖縄アグー
豚誕生の実証を行う。
　事業の性質・内容から、通常の競争入札はなじ
まないと判断されたことから、平成28年度の企画
競争型プロポーザルにより選定を行った結果、当
該機構が選定された。令和２年度の事業実績検
討委員会においても、継続委託が妥当との評価
が得られたため、当該機構を契約の相手方として
選定した。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

53 畜産課

令和３年度県
産農林水産物
輸出体制構築
事業（畜産）委
託業務

令和3年4
月1日

18,546,380
公益財団法人沖縄県畜
産振興公社

沖縄県那覇市古波蔵１丁
目24番27号

第167条の２
第１項第２号

　本委託業務は、地域資源である「アグーブランド
豚肉」等のブランド力を活かした需要開拓により
増加傾向にある県産食肉輸出量を更に増やすこ
とを目的としている。
　今回、委託先として公益財団法人沖縄県畜産振
興公社（以下、公社という。）を選定する理由は、
公社が県産畜産物の輸出に取り組む事業者で構
成されている畜産物輸出促進協議会の事務局と
なっていることに加え、県産畜産物の生産・流通・
消費に関する各種畜産団体とのネットワーク機能
を有していること、畜産物の流通に関する情報の
収集・分析やノウハウを活用できることから公社
に委託することが事業推進上適当である。

特命随意契約

54 畜産課
令和３年度おき
なわ山羊改良
基盤整備事業

令和3年4
月13日

2,852,912
公益社団法人沖縄県家
畜改良協会

沖縄県島尻郡八重瀬町
字外間106番地２

第167条の２
第１項第２号

　本委託業務については、肉用山羊の体型調査
およびデータの解析を実施し、優良種山羊の選定
を行うものであるが、これらの業務には専門的な
知識と技術が必要である。
　当該協会は、県内で唯一の家畜改良に特化し
た機関であり、山羊の体型調査についても経験お
よび知識を備えていることから、契約の相手方と
して適当であると判断した。

特命随意契約

55 畜産課
那覇空港にお
ける靴底消毒
業務委託契約

令和3年5
月25日

2,524,698 株式会社　沖縄ダイケン
那覇市おもろまち１丁目１
番12号

第167条の２
第１項第２号

　沖縄県における豚熱、アフリカ豚熱など特定家
畜伝染病の侵入防止体制を強化するため、空港
における靴底消毒マットを整備する必要がある。
　那覇空港において、定期的な靴底マットへ消毒
液の散布等消毒効果を保つため、巡回者等管理
者の設置が必要だが、空港内制限管理エリアへ
の立入は制限されているため、立入許可を取得し
ている当該業者と委託契約を締結し、定期的な清
潔マットの整備を行う。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

56 畜産課
産業動物獣医
師確保対策事
業委託契約

令和3年4
月19日

1,477,000
公益財団法人沖縄県畜
産公社

那覇市古波蔵1丁目24番
地27号

第167条の２
第１項第２号

　当事業の性格上、具体的計画及び実施能力を
有し、補助金の適切な執行に関し責任を持つこと
が必要である。当事業は、農林水産省の獣医師
養成確保修学資金貸与事業の補助を利用してお
り、事業実施主体は農林水産省消費・安全局長
が定める公募要領に基づき、応募した者の中から
選定された団体とされる。
　本県において、事業実施主体の候補に選定され
た事業者は（公財）沖縄県畜産振興公社のみであ
る。同公社は関係機関との連携体制が整備され
ており、事業の円滑・確実な実施が見込めること
から、同公社に委託して実施する必要がある。

特命随意契約

57 畜産課

令和3年度「沖
縄型畜産排水
対策課題解決
モデル事業」

令和3年6
月9日

14,174,600

沖縄県環境科学セン
ター・建設技術研究所共
同企業体
①一般財団法人沖縄県
環境科学センター
②株式会社建設技術研
究所沖縄支社

①沖縄県浦添市字経塚
720番地
②沖縄県那覇市壷川3丁
目5番1号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったところ
１社の応募であった。企画提案内容等を企画提案
審査会において審査したところ、審査基準以上の
優れた評価得点であったため、契約相手方として
選定した。

58
中央家畜
保健衛生

所

移設業務委託
契約

令和3年5
月21日

23,320,000
沖縄メディックス株式会
社

沖縄県南風原町字津嘉
山1582

第167条の2
第1項第8号

事務所移転に伴う移設業務委託契約について、
入札参加資格者1者による一般競争入札を行った
が、落札せず、再度入札を実施したが不落となっ
たため、入札参加者と予定価格の範囲内におい
て随意契約を行った。

59
家畜改良
センター

車両燃料等売
買単価契約

令和3年4
月1日

5,580,100 (株)JAおきなわSS 国頭村字辺土名1581-2
第167条の２
第１項第２号

　家畜改良センター周辺には他に給油施設はな
く、当該事業所以外では、当センターへの迅速な
燃料運搬供給ができないため。

特命随意契約

60
家畜改良
センター

浄水設備保守
管理委託

令和3年4
月1日

1,533,400 株式会社　翔南工業 浦添市港川281-27
第167条の２
第１項第２号

　家畜改良センターに設置している浄水設備の保
守管理にあたっては、高い専門性を有する当該設
備を熟知（設備設置の経緯、地理的事情の把握も
含む）し、定期的な直接点検が可能なことが条件
である。
　よって、当該浄水設備の設置を行った翔南工業
に管理を委託することが経済性・効率性の観点か
ら最も合理的であるため。

特命随意契約

61
家畜改良
センター

豚用検定飼料
売買単価契約

令和3年4
月1日

5,864,210 沖縄県飼料協業組合 沖縄市海邦町3-54
第167条の２
第１項第２号

　県内における豚検定用飼料の取扱業者は沖縄
県飼料協業組合のみであるため。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

62
家畜改良
センター

乳用牛用飼料
単価契約（第１
四半期）

令和3年4
月1日

22,171,700
沖縄県酪農農業協同組
合

八重瀬町字友寄960番地
第167条の２
第１項第２号

　県内において当該事業者以外では乳用牛用飼
料の多品目を取り扱っていないため。
　また、乳用牛発育への影響から飼料の継続性を
保つ必要があるため。

特命随意契約

63
家畜改良
センター

登録検査手数
料単価契約

令和3年4
月1日

1,234,860
公益社団法人　沖縄県家
畜改良協会

八重瀬町字外間106-2
第167条の２
第１項第２号

　県内において家畜の登録業務を行っているのは
沖縄県家畜改良協会のみであるため。

特命随意契約

64
家畜改良
センター

肉豚等売買契
約

令和3年4
月1日

2,573,560 琉球協同飼料株式会社 南風原長津嘉山1471-3
第167条の２
第１項第２号

　北部管内で「と畜処理」ができるのは琉球協同
飼料株式会社のみであるため。

特命随意契約

65
家畜改良
センター

物品修繕契約
（膜モジュール
薬品洗浄）

令和3年6
月16日

1,034,000 株式会社　翔南工業 浦添市港川281-27
第167条の２
第１項第２号

　家畜改良センターに設置している浄水設備の保
守管理にあたっては、高い専門性を有する当該設
備の熟知（設備設置の経緯、地理的事情の把握
も含む）、定期的な直接点検が可能なことが条件
である。
　よって、当該浄水設備の設置を行った翔南工業
に管理を委託することが経済性・効率性の観点か
ら最も合理的であり、当該浄水施設の修繕につい
ても管理を委託している翔南工業に行わせること
が経済的、迅速、適切な維持管理に直結するもの
であるため。

特命随意契約

66
村づくり計
画課

農福連携に関
する基礎調査
委託業務

令和3年6
月24日

3,399,999 (有)アイディー・ブランド
沖縄県那覇市銘苅１丁目
２番22号前幸ビル301

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ７
社から応募があった。それぞれの企画提案内容
等を選定委員会において審査したところ、総合得
点でも最も高得点であったため、契約の相手方と
して選定した。
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

67
村づくり計
画課

グリーン・ツー
リズムネット
ワーク活動支
援事業委託業
務

令和3年6
月29日

8,030,000
特定非営利活動法人　自
然体験学校

沖縄県島尻郡八重瀬町
字具志頭296番地

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ２
社から応募があった。それぞれの企画提案内容
等を選定委員会において審査したところ、総合得
点で最も高得点であったため、契約の相手方とし
て選定した。

68
中部農林
土木事務
所

泡瀬漁港巡回・
清掃業務

令和3年5
月14日

2,200,000 沖縄市漁業協同組合
沖縄県沖縄市泡瀬一丁
目11番28号

第167条の２
第１項第２号

　漁港施設は特定の住民（受益者：漁業者等）が
利用するものであることから、その巡回・清掃は受
益者の代表である地元漁協が行うことで、より効
率的・効果的な業務態勢を築くことができる。よっ
て地元漁協を契約の相手方として選定した。

特命随意契約

69
南部農林
土木事務
所

糸満漁港（北地
区）巡回清掃業
務委託

令和3年4
月27日

9,075,000
一般財団法人　沖縄県水
産公社

糸満市西崎町１丁目４番
地の１１

第167条の２
第１項第２号

　本件業務の目的は漁港を常時良好な状態に保
つこと等であるが、漁港内での緊急事態（水難事
故や漂着物の撤去等）の発生も想定されるため、
受注者は緊急事態に対して迅速に対応出来るこ
とが求められる。
　（一財）沖縄県水産公社は糸満漁港（北地区）を
拠点として活動しており、日頃から漁業者の要望
等を蓄積している。また、漁港内に常駐しているこ
とから、緊急事態に対して迅速に対応することも
可能である。したがって、本件業務の性質を満た
し、目的に合致する業者は（一財）沖縄県水産公
社のみであるため、同公社を選定した。

特命随意契約

70
南部農林
土木事務
所

糸満漁港（中・
南地区）巡回清
掃業務委託

令和3年4
月27日

2,728,000 糸満漁業協同組合
糸満市字糸満６０３番地１
地先

第167条の２
第１項第２号

　本件業務の目的は漁港を常時良好な状態に保
つこと等であるが、漁港内での緊急事態（水難事
故や漂着物の撤去等）の発生も想定されるため、
受注者は緊急事態に対して迅速に対応出来るこ
とが求められる。
　糸満漁業協同組合は糸満漁港（中・南地区）を
拠点として活動しており、日頃から漁業者の要望
等を蓄積している。また、漁港内に常駐しているこ
とから、緊急事態に対して迅速に対応することも
可能である。したがって、本件業務の性質を満た
し、目的に合致する業者は糸満漁業協同組合の
みであるため、同漁業協同組合を選定した。

特命随意契約

14/26



農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

71
南部農林
土木事務
所

泊漁港巡回清
掃業務委託

令和3年4
月27日

6,105,000
沖縄県漁業協同組合連
合会

那覇市前島３丁目２５番３
９号

第167条の２
第１項第２号

　本件業務の目的は漁港を常時良好な状態に保
つこと等であるが、漁港内での緊急事態（水難事
故や漂着物の撤去等）の発生も想定されるため、
受注者は緊急事態に対して迅速に対応出来るこ
とが求められる。
　沖縄県漁業協同組合連合会は泊漁港を拠点と
して活動しており、日頃から漁業者の要望等を蓄
積している。また、漁港内に常駐していることか
ら、緊急事態に対して迅速に対応することも可能
である。したがって、本件業務の性質を満たし、目
的に合致する業者は沖縄県漁業協同組合連合会
のみであるため、同連合会を選定した。

特命随意契約

72
南部農林
土木事務
所

当添漁港巡回
清掃業務委託

令和3年4
月27日

1,760,000
与那原・西原町漁業協同
組合

与那原町字板良敷６４９
番地

第167条の２
第１項第２号

　本件業務の目的は漁港を常時良好な状態に保
つこと等であるが、漁港内での緊急事態（水難事
故や漂着物の撤去等）の発生も想定されるため、
受注者は緊急事態に対して迅速に対応出来るこ
とが求められる。
　与那原・西原町漁業協同組合は当添漁港を拠
点として活動しており、日頃から漁業者の要望等
を蓄積している。また、漁港内に常駐していること
から、緊急事態に対して迅速に対応することも可
能である。したがって、本件業務の性質を満たし、
目的に合致する業者は与那原・西原町漁業協同
組合のみであるため、同漁業協同組合を選定し
た。

特命随意契約

73
南部農林
土木事務
所

海野漁港巡回
清掃業務委託

令和3年4
月27日

1,276,000 知念漁業協同組合
南城市知念字知名１１９８
番地

第167条の２
第１項第２号

　本件業務の目的は漁港を常時良好な状態に保
つこと等であるが、漁港内での緊急事態（水難事
故や漂着物の撤去等）の発生も想定されるため、
受注者は緊急事態に対して迅速に対応出来るこ
とが求められる。
　知念漁業協同組合は海野漁港を拠点として活
動しており、日頃から漁業者の要望等を蓄積して
いる。また、漁港内に常駐していることから、緊急
事態に対して迅速に対応することも可能である。
したがって、本件業務の性質を満たし、目的に合
致する業者は知念漁業協同組合のみであるた
め、同漁業協同組合を選定した。

特命随意契約

15/26



農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

74
南部農林
土木事務
所

南大東漁港（南
大東地区）巡回
清掃業務委託

令和3年4
月27日

1,331,000 南大東村漁業組合
南大東村字池之沢３３９
－５

第167条の２
第１項第２号

　本件業務の目的は漁港を常時良好な状態に保
つこと等であるが、漁港内での緊急事態（水難事
故や漂着物の撤去等）の発生も想定されるため、
受注者は緊急事態に対して迅速に対応出来るこ
とが求められる。
　南大東村漁業組合は南大東漁港（南大東地区）
を拠点として活動しており、日頃から漁業者の要
望等を蓄積していることや、緊急事態の対応を迅
速に行うことが出来る。したがって、本件業務の性
質を満たし、目的に合致する業者は南大東村漁
業組合のみであるため、同漁業組合を選定した。

特命随意契約

75
南部農林
土木事務
所

建設資材単価
特別調査業務
（Ｒ３－１）

令和3年6
月17日

1,474,000
一般財団法人　経済調査
会　沖縄支部

那覇市松山１丁目１番１９
号

第167条の２
第１項第２号

　資材の単価調査業務を行う団体は一般財団法
人の２者のみであることから、競争入札には適さ
ないと判断されるため、地方自治法167条の２第１
項第２号の規定により随意契約とした。
　資材単価業務を行う団体は２者のみであるが、
そのうち１者が参考見積を依頼した際に辞退した
ことから（一財）経済調査会沖縄支部を選定した。

特命随意契約

76
南部農林
土木事務
所

喜屋武第３地
区加圧機場等
積算参考資料
作成業務（Ｒ３
－１）

令和3年6
月15日

1,925,000
沖縄県土地改良事業団
体連合会

南風原町字本部４５３番
地３

第167条の２
第１項第５号

　前年度における地元調整（給水時期）に対して
緊急に発注業務を進めるべく、また、ポンプ施設
など、特殊工種区分であることを踏まえ、県積算
システム操作等に長け、かつ迅速に当該システム
に対応可能である必要がある。
　総合的にスピード感をもって本業務を遂行可能
とする業者として、沖縄県土地改良事業団連合会
を選定した。

特命随意契約

16/26



農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

77
南部農林
土木事務
所

喜屋武第３地
区換地・確定測
量業務（Ｒ３－
２）

令和3年6
月25日

11,110,000
沖縄県土地改良事業団
体連合会

南風原町字本部４５３番
地３

第167条の２
第１項第２号

　換地に資する確定測量等を行う業者は沖縄県
土地改良事業団体連合会のみであることから、競
争入札には適さないと判断されるため、地方自治
法167条の２第１項第２号の規定により随意契約
とした。
　信頼できる実績に鑑み、本業務を遂行可能とす
る業者として、沖縄県土地改良事業団連合会を選
定した。

特命随意契約

78
農地農村
整備課

令和3年度 農
業農村整備標
準積算システ
ム沖縄県補助
版運用保守委
託業務

令和3年4
月1日

5,170,000
一般財団法人　農業農村
整備情報総合センター

東京都中央区日本橋富
沢町10－16

第167条の２
第1項2号

　標準積算システムは農林水産省の開発したシス
テムを基に開発しており、農林水産省よりシステ
ムの使用許諾を得たものが契約相手方のみであ
るため。

特命随意契約

79
農地農村
整備課

水土里情報シ
ステム利用契
約

令和3年4
月1日

2,481,050
沖縄県土地改良事業団
体連合会

沖縄県島尻郡南風原町
字本部453番地３

第167条の２
第１項第２号

　当該システムは実施済みの土地改良事業に関
する情報や海岸保全区域、農地筆ごとの情報等
を航空写真上に表示できるため、現地調査等に
要していた時間を削減でき、業務の効率化に有用
である。また、インターネットに接続したシステムで
あることから、システム内の情報更新を速やかに
行い閲覧することができる。
　これらの条件を満たす当該システムを運用して
いるのは、沖縄県土地改良事業団体連合会のみ
であることから、契約の相手方として選定した。

特命随意契約

17/26



農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

80
農地農村
整備課

沖縄県用地補
償管理、土地
評価価格算定
システム運用
保守委託業務

令和3年4
月1日

1,320,000
（株）創和ビジネス・マシ
ンズ

沖縄県那覇市泉崎２丁目
23番２号

第167条の２
第１項第２号

　公募型プロポーザル方式で採用され、本システ
ムの開発業務を担った当該企業が著作権を有し
ており、他の業者がシステムの修正等を行うこと
が困難であること、システム稼働後の運用コストを
含めた業者選定であることから、当該企業を契約
の相手方とした。

特命随意契約

81
農地農村
整備課

建設行政情報
システム農林
水産部運用支
援業務

令和3年4
月1日

3,025,000
富士通Japan（株）沖縄支
社

沖縄県那覇市久茂地1-
12-12　ニッセイ那覇セン
タービル

第167条の２
第１項第２号

　建設行政情報システムは、平成8年から稼働し
ている建設行政システムを再開発したものであ
り、システムの基本部分については、開発者が著
作権を有している。
　また、当該システムの改修と運用をそれぞれ別
業者に委託するのは、安全性、保守性の面から
不適切であると判断されることから、開発者であ
る富士通(株)との吸収分割により本件業務等を引
き継いだ富士通Japan（株）沖縄支社を契約の相
手方として選定した。

特命随意契約

82
森林管理
課

令和３年度森
林クラウド運用
保守委託業務

令和3年4
月9日

7,843,000
応用地質（株）沖縄営業
所

沖縄県那覇市久米1丁目
24番13号ミネビル3階

第167条の２
第１項第２号

森林クラウドシステムは、一般競争入札により平
成31年度に調達した森林GISシステムであり、落
札した応用地質株式会社が独自に開発したもの
である。
本システムの基盤は開発者が運用するデータセ
ンターに配置されており、新たな機能の追加につ
いては開発者である応用地質株式会社と契約を
締結する必要がある。

特命随意契約

83
森林管理
課

沖縄県産きの
こ生産強化事
業委託業務

令和3年4
月26日

8,998,000
一般財団法人沖縄県環
境科学センター

沖縄県浦添市字経塚720
番地

第167条の２
第１項第２号

本業務は、令和元年度から令和３年度までの３年
間の継続事業であり、最終年度となる令和３年度
は、前年度までの調査で得られた菌床しいたけ発
生不良に係る生産現場での基礎調査結果データ
を元に、栽培試験を実施する等の高度な分析や
反映が必要となる。
これらの取組を、事業の継続性を担保しつつ効率
的・効果的に推進するため、前年度と同一の社を
契約の相手方とした。なお、令和元年度の業者選
定にあたっては、公募型プロポーザル方式を採用
した。

特命随意契約

18/26



農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

84
森林管理
課

令和3年度沖縄
産早生樹利用
促進事業委託
業務

令和3年5
月12日

4,613,650

令和2年度沖縄産早生樹
利用促進事業委託業務
沖縄県環境科学セン
ター・沖縄県緑化推進委
員会共同企業体
①（一財）沖縄県環境科
学センター
②（公社）沖縄県緑化推
進委員会

沖縄県浦添市字経塚720
番地

第167条の２
第１項第２号

本業務は、沖縄産早生樹の育種及び育林技術に
関する高度な専門的知識や幅広い構想力・応用
力が求められる。
そのため、事業開始年度である令和２年度におい
て、企画競争型随意契約を採用し、事業期間であ
る令和２年度から令和３年度までの２箇年の見積
書及び企画提案書等の書類を徴し評価して受託
者を決定した。
本業務の受託者には、前年度同様、柔軟で幅広
い構想力・応用力が求められるほか、前年度の事
業内容や結果を熟知していることが必要となるた
め、前年度と同一の社を契約の相手方とした。

特命随意契約

85
森林管理
課

令和３年度森
林・林業アドバ
イザー事業委
託業務

令和3年5
月18日

4,884,624 （一社）沖縄県森林協会
沖縄県島尻郡南風原町
字新川135番地

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ１
社から応募があり、企画提案内容等を選定委員
会において審査のうえ、契約の相手方として選定
した。

86
森林管理
課

令和3年度森林
病害虫戦略的
防除調査検討
委託業務

令和3年
5月31日

19,223,600
株式会社沖縄環境分析
センター・日本工営株式
会社共同企業体

沖縄県宜野湾市真栄原
三丁目7番24号

第167条の２
第１項第２号

本業務は、令和２年度から令和３年度までの２年
間の継続事業であり、最終年度となる令和３年度
は、前年度に引き続き、松くい虫及び南根腐病の
防除戦略を取りまとめるため、前年度調査で得ら
れた被害状況やモデル防除の実施等、高度な分
析や継続的なデータの取得及び反映が必要とな
る。
　これらの取組を、事業の継続性を担保しつつ効
率的・効果的に推進するため、前年度と同一の社
を契約の相手方とした。なお、令和２年度の業者
選定にあたっては、公募型プロポーザル方式を採
用した。

特命随意契約

87
森林管理
課

県産きのこ魅
力発信事業委
託業務

令和3年6
月3日

5,486,800
光文堂コミュニケーション
ズ株式会社

沖縄県島尻郡南風原町
字兼城577番地

第167条の２
第１項第２号

本業務は、令和元年度から令和３年度までの３年
間の継続事業であり、最終年度となる令和３年度
は、前年度に引き続き、量販店の需給調査の実
施・分析、販促活動として前年度に開設したSNS
の運用や制作したオリジナルソングを活用した普
及PRを行う等、現在の社会情勢を踏まえた実施
手法の検討が必要であり、かつ、創意工夫に基づ
く幅広い発想力・応用力が求められる。
　これらの取組を、事業の継続性を担保しつつ効
率的・効果的に推進するため、前年度と同一の社
を契約の相手方とした。なお、令和元年度の業者
選定にあたっては、公募型プロポーザル方式を採
用した。

特命随意契約

19/26



農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

88
森林管理
課

令和3年度　沖
縄県県民の森
施設リニューア
ル（展示品設計
製作等）委託業
務

令和3年6
月18日

124,850,000
株式会社トータルメディア
開発研究所

東京都千代田区紀尾井
町3番23号

第167条の２
第1項第2号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ2
社から応募があった。それぞれの企画提案内容
等を企画提案審査会において審査したところ、施
設の設置目的に沿った具体的な提案や、木材利
用のより具体的な提案が評価され高得点であっ
た左の事業者を契約の相手方として選定した。

89 水産課

令和３年度
沖縄県漁業指
導監督用通信
委託業務

令和3年4
月1日

43,840,500
一般社団法人
沖縄県漁業無線協会

沖縄県糸満市西崎一丁
目４番１１号

第167条の２
第１号第２号

沖縄周辺海域から遠洋までをカバーする通信能
力を有する者は、一般社団法人沖縄県漁業無線
協会の他にはないため。また、県内漁業団体の多
くが一般社団法人沖縄県漁業無線協会の会員で
あり、緊急時の連絡等を円滑に行うことができる。

特命随意契約

90 水産課

令和３年度新
市場開設ス
タートアップ事
業

令和3年5
月13日

3,812,600
一般財団法人沖縄県水
産公社

沖縄県糸満市西崎町１丁
目４番地の11

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、県内唯一の第３種漁港である糸満漁
港に整備する新たな水産物卸売市場の開設（令
和４年度予定）までに市場運営や衛生管理等に
係る必要事項について整理・決定し、市場運営の
円滑化を図ることを目的としている。
　前年度においても開設予定者の水産公社に特
命随意契約により同事業を委託し、新市場運営準
備協議会（以下、「準備協議会」という。）を設置
し、協議を重ねてきたところである。今年度におい
ても、引き続き準備協議会を中心に事業を実施す
る必要があることから、委託先として水産公社が
適当である。
　なお、水産公社は昭和56年に設立され、平成６
年に地方卸売市場を開設している。そのため、市
場運営に係る知識や経験が豊富であるとともに、
県内の主な水産物卸売市場における現状や課題
についても把握しており、「糸満及び泊漁港流通
拠点形成ワーキングチーム」の構成員としても、
新市場の設計・整備に係る検討段階から参加して
おり、新市場の方針についても十分に理解してい
る。
　以上の理由により、本業務については、水産公
社と随意契約を締結するものである。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

91
漁港漁場
課

令和３年度漁
場整備に係る
基礎調査業務

令和3年4
月7日

10,049,239
国立研究開発法人水産
研究・教育機構・水産技
術研究所

長崎県長崎市多以良町
1551-8

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

　本件業務の目的は、漁場保全及び漁場造成の
観点から、衰退したサンゴの保全・回復を図ること
である。サンゴの増殖方法として技術的に簡易で
あるが大量に種苗生産の難しい無性生殖法と、
技術的に難しいが親サンゴを傷つけることなく大
量の種苗生産が可能な有性生殖法があり、本事
業では、国立研究開発法人水産研究・教育機構
水産技術研究所（以下、「研究所」という。）が新た
に開発した有性生殖法による種苗生産技術を活
用する。　しかし、本技術は開発後まもなく、現場
での実績がまだ十分でないため、本業務を実施
し、技術の安定性を高めつつ増殖するサンゴの種
類を多く確保するために新たな種類の種苗生産
に取り組む必要がある。また持続的な運営体制
確立のため地元の漁業者組織を育成し技術移転
を図る必要がある。本技術に関する知見を有し、
試験予定海域である八重山海域の漁場環境に精
通しており地元漁業者との信頼関係が築けている
とともに、緊急事態に状況確認が可能な者に委託
する必要がある。このような性質及び目的から、
本件業務は競争入札に適しな　いため、地方自治
法施行令第167条の2第1項第2号の規定に基づ
き。随意契約に付する。

特命随意契約

92
漁港漁場
課

工事・委託積算
システム保守
管理業務

令和3年4
月30日

4,490,420 株式会社okicom
沖縄県宜野湾市大山１丁
目17番１号

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

本業務は、「土木積算システム算明Pro」及び平成
22年度より導入・稼働した「委託積算システム
Calc」の保守管理業務を行うものである。「土木積
算システム算明Pro」は、漁港漁場関係の歩掛を
搭載している唯一の積算システムとして、（株）
okicomが開発したもので、沖縄県農林水産部漁
港漁場課では平成20年度に当システムの使用権
利を購入(ライセンス契約)している。「委託積算シ
ステムCalc」は、漁港漁場関係の歩掛を搭載して
いる唯一の積算システムとして、（株）okicomが開
発したもので、沖縄県農林水産部漁港漁場課で
は平成22年度に当システムの使用権利を購入(ラ
イセンス契約)している。ここで、両システムは（株）
okicomの著作物であるため、同システムを開発し
た（株）okicom以外の者が保守管理を行うことは
できない。よって、本委託業務はその性質が競争
入札に適しないものであり、地方自治法施行令第
167条の２第１項第２号の規定に基づき随意契約
を行う。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

93
漁港漁場
課

漁港施設使用
届とりまとめ業
務委託

令和3年4
月1日

14,628,900
一般財団法人沖縄県水
産公社

沖縄県糸満市西崎町１丁
目４番１１号

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

漁港施設は特定の漁港関係者が主に利用するも
のであることから、その維持管理は受益者の代表
である地元市町村や漁協等が行うことで、より効
率的･効果的な業務体制を築くことができる。この
ような業務を受益者が行う体制は、その性質又は
目的が競争入札に適しないものである。よって地
方自治法施行令第167条の２第１項第２号（沖縄
県随意契約ガイドライン適用区分5-(2）-⑤）によ
り随意契約を行った。

特命随意契約

94
漁港漁場
課

漁港施設使用
届とりまとめ業
務委託

令和3年4
月1日

1,651,100 八重山漁業協同組合
沖縄県石垣市新栄町８３
番地

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

漁港施設は特定の漁港関係者が主に利用するも
のであることから、その維持管理は受益者の代表
である地元市町村や漁協等が行うことで、より効
率的･効果的な業務体制を築くことができる。この
ような業務を受益者が行う体制は、その性質又は
目的が競争入札に適しないものである。よって地
方自治法施行令第167条の２第１項第２号（沖縄
県随意契約ガイドライン適用区分5-(2）-⑤）によ
り随意契約を行った。

特命随意契約

95
漁港漁場
課

漁港施設使用
届とりまとめ業
務委託

令和3年4
月1日

1,645,600 伊良部漁業協同組合
宮古島市伊良部字前里
添１番地

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第３号

漁港施設は特定の漁港関係者が主に利用するも
のであることから、その維持管理は受益者の代表
である地元市町村や漁協等が行うことで、より効
率的･効果的な業務体制を築くことができる。この
ような業務を受益者が行う体制は、その性質又は
目的が競争入札に適しないものである。よって地
方自治法施行令第167条の２第１項第２号（沖縄
県随意契約ガイドライン適用区分5-(3）-⑤）によ
り随意契約を行った。

特命随意契約

96

北部農林
水産振興
センター
（森林整備
保全課）

源河有銘林道
倒木処理委託
業務

令和3年4
月26日

258,720 沖縄北部森林組合
名護市字宇茂佐913番地
の２

第167条の２
第１項第５号

本業務は、４月の台風の影響により源河有銘林
道の道中を塞いでいた倒木を処理する業務であ
り、同林道は生活道路としても利用されていること
から緊急に実施する必要があった。名護市内の
業者に複数問い合わせた結果、早急に対応でき
る業者は左記組合のみだったため、１者見積によ
る特命随意契約を行った。

97

北部農林
水産振興
センター
（農業水産
整備課）

安田、宜名真、
辺土名漁港巡
回・清掃業務

令和3年4
月15日

1,100,000 国頭漁業協同組合
国頭村字辺土名183番地
4

第167条の2
第1項第2号

漁港施設は、特定の住民（受益者：漁業者等）が
主に利用するものであることから、その巡回・清掃
は受益者の代表である漁業協同組合が行うこと
で、より効率的・効果的な業務体制を築くことがで
きる。当該業務を受益者が行う体制は、その性質
及び目的が競争入札に適さないものである。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

98

北部農林
水産振興
センター
（農業水産
整備課）

名護漁港巡回・
清掃業務

令和3年4
月15日

1,749,000 名護漁業協同組合 名護市城三丁目1番1号
第167条の2
第1項第2号

漁港施設は、特定の住民（受益者：漁業者等）が
主に利用するものであることから、その巡回・清掃
は受益者の代表である漁業協同組合が行うこと
で、より効率的・効果的な業務体制を築くことがで
きる。当該業務を受益者が行う体制は、その性質
及び目的が競争入札に適さないものである。

特命随意契約

99
宮古農林
水産振興
センター

漁港巡回・清掃
業務委託（荷川
取漁港・博愛漁
港）

令和3年4
月26日

1,968,670 宮古島漁業協同組合
沖縄県宮古島市伊良部
字荷川取593番地５

地方自治施
行令第１６７
条の２第１項

第２号

漁港施設は特定の住民（受益者：漁業者等）が主
に利用するものであることから、その巡回・清掃は
受益者の代表である宮古島漁業協同組合が行う
ことで、受益者へのボランティア活動等の働きか
けが行え、より効率的・効果的な活動が望める。
　このような業務は、その性質または目的が競争
入札に適しないものである。よって、地方自治施
行令第１６７条の２第１項第２号により随意契約と
する。

特命随意契約

100
宮古農林
水産振興
センター

漁港巡回・清掃
業務委託（佐良
浜取漁港・佐和
田漁港）

令和3年4
月26日

1,584,000 伊良部漁業協同組合
沖縄県宮古島市伊良部
字前里添１番地

地方自治施
行令第１６７
条の２第１項

第２号

漁港施設は特定の住民（受益者：漁業者等）が主
に利用するものであることから、その巡回・清掃は
受益者の代表である伊良部漁業協同組合が行う
ことで、受益者へのボランティア活動等の働きか
けが行え、より効率的・効果的な活動が望める。
　このような業務は、その性質または目的が競争
入札に適しないものである。よって、地方自治施
行令第１６７条の２第１項第２号により随意契約と
する。

特命随意契約

101
宮古農林
水産振興
センター

漁港巡回・清掃
業務委託（池間
漁港）

令和3年4
月26日

1,009,800 池間漁業協同組合
沖縄県宮古島市平良字
池間90番地1

地方自治施
行令第１６７
条の２第１項

第２号

漁港施設は特定の住民（受益者：漁業者等）が主
に利用するものであることから、その巡回・清掃は
受益者の代表である池間漁業協同組合が行うこ
とで、受益者へのボランティア活動等の働きかけ
が行え、より効率的・効果的な活動が望める。
　このような業務は、その性質または目的が競争
入札に適しないものである。よって、地方自治施
行令第１６７条の２第１項第２号により随意契約と
する。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

102
宮古農林
水産振興
センター

佐事川地区基
盤材運搬工事
（Ｒ２－１）

令和3年4
月30日

70,081,000 （株）三和建設
沖縄県宮古島市平良字
下里３１０７－２９

第167条の2
第１項2号

本工事は、上区西地区ほ場整備工事（R2-1）で発
生する残岩を佐事川地区の基盤材（盛土材）とし
て使用するため、佐事川地区内の借地ヤードに
基盤材を運搬する工事である。基盤材の積込・運
搬・整地を実施する工事であるが、積込作業及び
運搬経路は上区西地区ほ場整備工事（R2-1）の
現場内であり複数の施工業者が工事を実施する
ことが困難なため、上区西地区ほ場整備工事
（R2-1）を受注している株式会社三和建設と随意
契約する。

特命随意契約

103
宮古農林
水産振興
センター

宮古管内換地
業務

令和3年6
月7日

120,672,800
沖縄県土地改良事業団
体連合会

沖縄県島尻郡南風原町
字本部４５３－３

第167条の2
第１項2号

　換地業務は、「換地業務における土地改良換地
士の関与の範囲の拡大について」（最終改正：令
和３年２月１５日付け２農振第２７２４号）におい
て、土地改良換地士の関与を求めており、換地業
務の経費算定基準においても土地改良換地士及
び換地業務の実務経験が定められている。また
換地業務は単年度ごとの契約ではあるが、成果
の積み上げが最終的な換地計画となるため、業
務の継続性が重要となる。
　なお換地を伴う確定測量は、換地計画書の作成
いわゆる各権利者の配分が決定されなければ各
権利者の土地の位置を現地確認することができ
ないため、換地配分と密接な関係のもとで行われ
る。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改良
事業の計画、測量設計、換地業務を総合的に実
施している機関であり、特に換地業務に関して
は、有資格者を多数有しており、併せてこれまで
の数多い地区の換地業務実績に基づいて信頼性
を参酌し、随意契約をすることにより業務の適正
かつ円滑な執行を図ることができる。
　以上の理由により、沖縄県土地改良事業団体
連合会と随意契約（地方　　自治法施行令第１６７
条の２第１項第２号）を行う。

特命随意契約
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農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

104
宮古農林
水産振興
センター

宮古島市魚口
地区換地業務

令和3年6
月17日

16,673,200
沖縄県土地改良事業団
体連合会

沖縄県島尻郡南風原町
字本部４５３－３

第167条の2
第１項2号

　換地業務は、「換地業務における土地改良換地
士の関与の範囲の拡大について」（最終改正：令
和３年２月１５日付け２農振第２７２４号）におい
て、土地改良換地士の関与を求めており、換地業
務の経費算定基準においても土地改良換地士及
び換地業務の実務経験が定められている。また
換地業務は単年度ごとの契約ではあるが、成果
の積み上げが最終的な換地計画となるため、業
務の継続性が重要となる。
　なお換地を伴う確定測量は、換地計画書の作成
いわゆる各権利者の配分が決定されなければ各
権利者の土地の位置を現地確認することができ
ないため、換地配分と密接な関係のもとで行われ
る。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改良
事業の計画、測量設計、換地業務を総合的に実
施している機関であり、特に換地業務に関して
は、有資格者を多数有しており、併せてこれまで
の数多い地区の換地業務実績に基づいて信頼性
を参酌し、随意契約をすることにより業務の適正
かつ円滑な執行を図ることができる。
　以上の理由により、沖縄県土地改良事業団体
連合会と随意契約（地方　　自治法施行令第１６７
条の２第１項第２号）を行う。

特命随意契約

105

八重山農
林水産振
興センター
スタッフ

ウリミバエ成虫
羽化箱単価契
約

令和3年4
月1日

3,043,200
株式会社ミヤギパッケー
ジ

沖縄県島尻郡八重瀬町
字屋宜原176-1

第167条の2
第1項第2号

　ウリミバエ成虫羽化箱は、沖縄県でウリミバエを
根絶する平成５年以前から、当センターと株式会
社ミヤギパッケージとでその仕様・規格について
試行錯誤を重ねながら製作してきた。現在、用途・
機能において他に代替できる製品は存在しないた
め。

特命随意契約

106

八重山農
林水産振
興センター
農林水産
整備課

県管理国営造
成施設操作委
託業務

令和3年4
月14日

11,776,160 石垣島土地改良区 石垣市美崎町14番地

地方自治法
施行令第167
条の2第1項

第２号

本業務は、県が管理する国営造成施設の操作を
委託するものであり、公益を目的とした「操作委託
協定書」に基づき石垣島土地改良区と契約を締
結するものであることから、地方自治法施行令第
167条の2第1項第２号及び沖縄県随意契約ガイド
ライン５－(２)－④の規定に基づき随意契約とす
る。

特命随意契約

107

八重山農
林水産振
興センター
農林水産
整備課

石垣漁港巡回・
清掃委託業務
（Ｒ３）

令和3年4
月23日

3,230,700 八重山漁業協同組合 石垣市新栄長８３番地

地方自治法
施行令第167
条の2第1項

第２号

漁港施設は、特定の住民（受益者：漁業者等）が
主に利用するものであることから、その巡回・清掃
は受益者の代表である地元漁協等が行うことで、
より効率的・効果的な業務態勢を築くことができ
る。このような業務体制は、その性質又は目的が
競争入札に適しないものである。よって、地方自
治法施行令第167条の2第1項第2号及び沖縄県
随意契約ガイドライン「随意契約の適用基準」(2)-
⑤-アにより随意契約とする。

特命随意契約

25/26



農林水産部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

108
海洋深層
水研究所

クルマエビ養殖
技術基盤強化
事業に関する
研究委託

令和３年
４月９日

2,000,000
国立大学法人東京海洋
大学

東京都港区港南4-5-7
第167条の２
第１項第２号

　クルマエビ養殖技術基盤強化事業では、クルマ
エビ類の魚病やゲノム解析に関する研究を行う。
　本研究は、魚類を対象とした場合は複数の大学
等で行われているが、クルマエビを対象とする場
合は高い専門性が求められることから、実施可能
な研究機関が限られている。
　国立大学法人東京海洋大学ゲノム科学研究室
では、これまで国内外においてクルマエビ類の研
究の成果があり、本研究を遂行する教授が農林
水産省魚病対策促進協議会の委員であるなど、
同等の要件及び研究技術を持つ研究機関が他に
ないため、契約の相手方として選定した。

109
農業大学
校

沖縄県立農業
大学校食堂給
食業務委託

令和3年4
月1日

39,580,200 株式会社オーディフ
沖縄県浦添市内間１丁目
７番１２号

第167条の２
第１項第２号

　本校は優れた農業担い手等の育成を目的とし
た教育・研修施設である。学校における給食は、
食と農を結びつける重要な教育の一環であること
から、これを理解し、実行できる業者を公募型プロ
ポーザル方式により広く公募を行った。
　その結果、選定委員会において、企画提案内容
並びに衛生管理、食材調達、事業者独自の提案
などを審査し、全体的に高得点であったため、左
記の業者を選定した。

長期継続契約
（令和3年度～
令和5年度）

110 畜産課
畜産経営技術
改善事業

令和3年4
月1日

2,200,000 沖縄県畜産振興公社
那覇市古波蔵1丁目24番
地27号

第167条の２
第１項第２号

  当事業の性格上、事業の円滑な実施を図るため
には畜産経営診断指導の専門的知識および技術
が必要である。（公財）沖縄県畜産振興公社には
専門的職員がおり、かつ他関係機関等との連携
を含めた指導体制が整備されており、円滑な業務
引継及び事業の確実な実施が見込めることから、
（公財）沖縄県畜産振興公社に委託して実施する
必要がある。

特命随意契約

111
栽培漁業
センター

単価契約書
（配合飼料）

令和3年4
月1日

2,014,606 株式会社　金城商事
沖縄県浦添市西洲２－８
－２

第167条の２
第１項第６号

当初、少額随意契約（令第167条の2第1項第1号）
に該当する契約として随意契約をしたが、種苗生
産が長引いたため急遽前途の金額を超えて配合
飼料を給餌する必要があった。取扱業者が限られ
ていることや、緊急の必要性があったことから現
に契約を履行中の相手方に発注をした。

特命随意契約
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